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地域改善対策協議会

会長宮崎繁樹

１．同和問題に関する基本認識

世界の平和を願う我が国が、世界各国との連携・協力の下に、あらゆる差別の解消を目

指す国際社会の重要な一員として、その役割を積極的に果たしていくことは、「人権の世紀」

である２１世紀に向けた我が国の枢要な責務というべきである。

ひるがえって、我が国固有の人権問題である同和問題は、憲法が保障する基本的人権の

侵害に係る深刻かつ重大な問題である。戦後５０年、本格的な対策が始まってからも四半

世紀余、同和問題は多くの人々の努力によって、解決へ向けて進んでいるものの、残念な

がら依然として我が国における重要な課題と言わざるを得ない。その意味で、戦後民主主

義の真価が問われていると言えよう。また、国際社会における我が国の果たすべき役割か

らすれば、まずは足元とも言うべき国内において、同和問題など様々な人権問題を一日も

早く解決するよう努力することは、国際的な責務である。

昭和４０年の同和対策審議会答申（同対審答申）は、同和問題の解決は国の責務であると

同時に国民的課題であると指摘している。その精神を踏まえて、今後とも、国や地方公共

団体はもとより、国民の一人一人が同和問題の解決に向けて主体的に努力していかなけれ

ばならない。そのためには、基本的人権を保障された国民一人一人が、自分自身の課題と

して、同和問題を人権問題という本質から捉え、解決に向けて努力する必要がある。

同和問題は過去の課題ではない。この問題の解決に向けた今後の取組みを人権にかかわ

るあらゆる問題の解決につなげていくという、広がりをもった現実の課題である。そのよ

うな観点から、これまでの成果を土台とし、従来の取組みの反省を踏まえ、未来に向けた

新たな方向性を見極めるべき時に差しかかっていると言えよう。

２．同和問題解決への取組みの経緯と現状

（１）これまでの経緯

（２）現状と課題

①現状

②これまでの成果と今後の主な課題

実態調査の結果からみて、これまでの対策は生活環境の改善をはじめとする物的な基盤

整備がおおむね完了するなど着実に成果をあげ、様々な面で存在していた較差は大きく改

善された。

しかし、高等学校や大学への進学率にみられるような教育の問題、これと密接に関連す

る不安定就労の問題、産業面の問題など、較差がなお存在している分野がみられる。差別

意識は着実に解消へ向けて進んでいるものの結婚問題を中心に依然として根深く存在して

いる。また、人権侵害が生じている状況もみられ、その際の人権擁護機関の対応はなお＋

分なものとは言えない。さらに、適正化対策もなお不十分な状況である。

同和問題の解決に向けた今後の主要な課題は､依然として存在している差別意識の解消、

人権侵害による被害の救済等の対応、教育、就労、産業等の面でなお存在している較差の

是正、差別意識を生む新たな要因を克服するための施策の適正化であると考えられる。こ

れらの課題については、その背景に関して十分な分析を行い、適切な施策が講じられる必

要がある。
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３．同和問題解決への展望

（１）これまでの対策の意義と評価

（２）今後の施策の基本的な方向

特別対策は、事業の実施の緊要1性等に応じて講じられるものであり、｡状況が整えばでき

る限り早期に一般対策へ移行することになる。一方、教育、就労、産業等の面でなお存在

している較差の背景には様々な要因があり、短期間で集中的に較差を解消することは困難

とみられ、ある程度の時間をかけて粘り強く較差解消に努めるべきである。

このようなことから、従来の対策を漫然と継続していたのでは同和問題の早期解決に至

ることは困難であり、これまでの特別対策については、おおむねその目的を達成できる状

況になったことから、現行法の期限である平成９年３月末をもって終了することとし、教

育、就労、産業等のなお残された課題については、その解決のため、４で述べるような工

夫を一般対策に加えつつ対応するという基本姿勢に立つべきである。

本報告に盛り込まれた施策を実現していくため、法的措置の必要性を含め各般の措置に

ついて具体的に検討し、これに基づいて、国及び地方公共団体は、基本的人権の尊重と同

和問題の一日も早い解決をうたった同対審答申の精神とこれまでの成果を踏まえつつ、そ

れぞれがその責務を自覚し、今後とも一致協力して、これらの課題の解決に向けて積極的

に取り組んでいく必要がある。

同対審答申は､「部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなければならな

い」と指摘しており、特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期解

決を目指す取組みの放棄を意味するものでないことは言うまでもない｡一般対策移行後は、

従来にも増して、行政が基本的人権の尊重という目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅

れのあることも視野に入れながら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真蟄

に施策を実施していく主体的な姿勢が求められる。

４今後の重点施策の方向

（１）差別意識の解消に向けた教育及び啓発の推進

①基本的な考え方

今後、差別意識の解消を図るに当たっては、これまでの同和教育や啓発活動の中で積み

上げられてきた成果とこれまでの手法への評価を踏まえ、すべての人の基本的人権を尊重

していくための人権教育､人権啓発として発展的に再構築すべきと考えられる。その中で、

同和問題を人権問題の重要な柱として捉え、この問題に固有の経緯等を十分に認識しつつ、

国際的な潮流とその取組みを踏まえて積極的に推進すべきである。

同様な観点から、「人権教育のための国連１０年」に係る施策の中でも、同和問題を我が

国の人権問題における重要な柱として捉え、今後策定される国内行動計画に基づいて教育

及び啓発を積極的に推進し、同和問題に関する差別意識の解消に努めるべきである。

②実施体制の整備と内容の創意工夫

（２）人権侵害による被害の救済等の対応の充実強化

①基本的な考え方

②人権侵害救済制度の確立

あらゆる人権侵害に対して、事実関係の調査や被害の救済等を含め簡易迅速かつ有効適

切な対応が図られるよう、各国の取組み等国際的な潮流も視野に入れ、現行の人権擁護制

度を抜本的に見直し、２１世紀にふさわしい人権侵害救済制度の確立を目指して鋭意検討を

進めるべきである。

③人権擁護委員制度の充実と人権相談業務の推進

（３）地域改善対策特定事業の一般対策への円滑な移行
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①基本的な考え方

既に述べたように、現行の特別対策の期限をもって一般対策へ移行するという基本姿勢

に立つことは、同和問題の早期解決を目指す取組みの放棄を意味するものではない。今後

の施策ニーズには必要な各般の一般対策によって的確に対応していくということであり、

国及び地方公共団体は一致協力して、残された課題の解決に向けて積極的に取り組んでい

く必要がある。

この一般対策への移行を円滑に行うためには、下記に述べるような－部の事業等につい

ては一定の工夫が必要と考えられる。その具体化に当たっては、一般対策への移行の趣旨

に照らせば限定的でなければならないが、既存の一般対策の状況、なお残されている課題

の状況、地方公共団体の財政状況等を踏まえた上で、これまでの施策の成果が損なわれる

などの支障が生ずることのないよう配慮すべきである。

②工夫の方向

社会福祉の分野においては、隣保館について、周辺地域を含めた地域社会全体の中で、

福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティーセンターとして、

今後一層発展していくことが望まれる。地域の実態把握や住民相談といった基本的な機能

に加え、教養文化活動の充実や地域のボランティアグループとの連携など地域社会に密着

した総合的な活動を展開し、さらにこれらの活動を通じて日常生活に根ざした啓発活動を

行うことが期待される。このため、隣保館等の地域施設において各種の事業を総合的にか

つ活発に展開することができるよう、国として適切に対応すべきである。また、保育につ

いても、家庭環境に対する配慮や地域との連携など、きめ細かな保育を行っていけるよう、

国として適切に対応すべきである。

教育の分野においては、高等学校の進学率や中退率、また大学への進学率をみても全国

平均と比べてなお較差がみられる状況であり、その背景にある様々な要因も考慮した場合、

教育を巡る課題は今なお多く、較差の解消にはある程度の時間を要するものと考えられる。

高等学校等進学奨励費補助事業については、教育が就労の安定、生活水準の向上等社会生

活の多くの分野の改善を図る上での基礎的条件をなすものであることにかんがみ、他の奨

学資金制度との整合性、運用の適正化等、様々な論議に留意しながら、当面、所要の施策

を講ずることが望ましいと考えられる。その際、これまでの成果が損なわれることのない

よう十分配慮し、自立促進の観点に立ち、今後一層の進学意欲と学力の向上を目指して、

学校、家庭、地域社会が一体となった総合的な取組みが必要である。

就労の分野においては、中高年齢層を中心に不安定就労者の比率が全国平均と比べて高

い状況であり、就労を巡る課題は今なお多く、較差の解消にはある程度の時間を要するも

のと考えられる。職業の安定は、直接生活水準の向上に寄与し、社会生活の改善を図る上

で基本となるものである。このため、若年齢層を含めた一層の就労の安定を目指し、施策

のニーズを踏まえ、全体の体系の中で受皿としての事業の検討を含め国として適切に対応

すべきである。

（４）今後の施策の適正な推進

①基本的な考え方

②行政の主体性の確立

③同和関係者の自立向上

④えせ同和行為の排除

⑤同和問題についての自由な意見交換のできる環境づくり

（５）その他
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